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第６章 都市機能誘導区域 

 

１ 都市機能誘導区域とは 

都市機能誘導区域は、商業・医療・福祉等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導・

集約することにより、各種サービスの効率的な提供を図る区域です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 都市機能誘導区域の設定の方針 

   日立市では、都市計画運用指針を基に、以下のいずれかの条件を満たす区域について、市の拠

点形成や、都市の再生等を総合的に勘案し、都市機能誘導区域を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   なお、用途指定上の工業地域及び工業専用地域については、工業的利用を図る区域であるこ

とから、上記の条件を満たす区域内であっても、都市機能誘導区域は設定しません。 

また、第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域についても、閑静な住環境の保

全を図る区域であることから、同様に都市機能誘導区域を設定しません。 

ただし、都市機能誘導区域の設定と併せて用途地域の見直しを行う場合には、これらの区域

であっても都市機能誘導区域を設定する場合があります。 

 

    

 

 

 

【参考－都市計画運用指針で示されている都市機能誘導区域の考え方】 

都市機能誘導区域は、例えば、都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商業などが集積

する地域等、都市機能が一定程度充実している区域や、周辺からの公共交通によるアクセ

スの利便性が高い区域等、都市の拠点となるべき区域を設定することが考えられる。 

また、都市機能誘導区域の規模は、一定程度の都市機能が充実している範囲で、かつ、

徒歩や自転車等によりそれらの間が容易に移動できる範囲で定めることが考えられる。 

■ 都市機能が一定程度充実している区域 

 Ａ ＪＲ常磐線各駅から約 800ｍ圏内の区域 

Ｂ 現に商業地域・近隣商業地域が設定されている区域 

 

■ 周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域 

 Ｃ 路線バスの便が確保され、現に商業施設や医療施設等の都市機能が集積する地域、又は

集積を図る区域 

 Ｄ ひたちＢＲＴ沿線地域のうち、現に都市機能が集積する区域、又は集積を図る区域 

 Ｅ 旧町村の中心又は、住宅団地に配置された拠点施設のうち、路線バスの便が確保され、

利用圏域内での人口維持を図るために都市機能の維持・集積を行う区域 
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表－都市機能誘導区域設定の方針と候補とする地域 

考え方 
都市機能が一定程度充実し

ている区域 
周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域 

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

候補とする

地域 

ＪＲ常磐線 

各駅周辺 

・商業地域 

・近隣商業地域 

・路線バス周辺 

・幹線道路沿道 
ひたちＢＲＴ沿線 

旧町村の中心 

住宅団地内の拠点 

理 由 

交通結節点

である駅を中

心に都市機能

が集積されて

おり、まちづ

くりの重要な

拠点となる。 

用途地域に合

わせて都市機能

が一定程度充実

しており、今後も

機能の集積が見

込まれる。 

移動利便性が高

く、一定の都市機

能が集積する区域

は、日常生活を支

える拠点として認

識 さ れ て い る た

め、今後も更なる

拠点性の充実を図

る。 

公共交通の新た

な南北軸として、

沿線におけるまち

づくりに取り組む

ことにより、公共

交通利便性の高い

居住環境の形成を

図る。 

近隣からのアクセ

スが比較的容易であ

り、住民の日常生活

を支える拠点として

認識されている既存

の都市機能が集積す

る区域の維持・保全

を図る。 

 

３ 都市機能誘導区域のタイプと機能 

  市内における各種サービスの効率的な提供を図るため、鉄道駅周辺や住宅地周辺など、異な

った性格を有する都市機能誘導区域について、タイプ別に区分し、各地区が担う役割を明確に

します。 

 

表－都市機能誘導区域のタイプと機能 

タイプ 考え方 

機能構成のイメージ 

医療・福祉 商業 公共交通 
公共 

サービス 

都
市
拠
点
型 

中
心
商
業
業
務 

鉄道駅周辺区域のうち、

一定程度の都市機能が集積

し、都市レベルでの拠点と

してサービス機能の誘導・

集約を行う拠点。 

□地域医療の拠

点となる医療

機能 

□クリニック等、

かかりつけ医

療機能 

□買回品や専

門 性 の あ る

商業機能 

□交通転換、交通

結節機能 

□行政の本庁 

□金融の本・支店機能 

地
域
生
活
業
務 

鉄道とひたちＢＲＴや路

線バスの結節機能を土台と

して、サービス機能の誘導・

集約を行うことによって、

支所を単位とする地域を対

象とする機能を維持・形成

する拠点。 

□最寄品があ

る商業機能 

□支所・交流センター・

その他公共サービス

機能 

□金融の支店機能 

生 活 

支援型 

民間施設と公益施設が近

接して立地し、住宅地に近

接する場所等で日常サービ

スを提供する機能を維持・

形成する拠点。 

□公共交通サービ

ス 

□支所・交流センター 
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４ 各地区における現況とまちづくりの方向性 

(1) 十王・豊浦地区 

2015 年（平成 27 年） ５歳階級人口構成 

【十王地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【豊浦地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活利便施設のカバー率 

【十王地区】               【豊浦地区】 

 

 

 

 

 

 

 

地区の特性・課題 

○ＪＲ十王駅周辺では土地区画整理事業が施行され、計画的で機能的な市街地が形成されています。 

○日常生活に必要な施設が多く立地する県道十王停車場川尻線沿道周辺における既存の都市機能の

維持を図りながら、隣接する土地区画整理事業等により計画的に整備された市街地の生活環境を維

持する必要があります。 

○本市の中でも田園的要素が多く残る地域となっており、田園居住などの付加価値を有した居住環境

を提供する地域資源が存在しています。 

 

 

608 801 862 685 449 505 749 1,019 1,158 902 762 884 1,116 1,092 872 1,589 

5,931 7,054 
8,636 9,067 

8,250 8,815 9,081 
10,230 

14,146 
13,113 

11,675 10,928 
12,843 

14,272 13,840 

25,865 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）

341 418 484 502 307 374 457 547 802 669 585 630 760 798 733 1,166 

5,931 7,054 
8,636 9,067 

8,250 8,815 9,081 
10,230 

14,146 
13,113 

11,675 10,928 
12,843 

14,272 13,840 

25,865 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）
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地域づくりの方向性（主なもの） 

□十王駅周辺については、既成市街地の機能維持や計画的に整備された住宅地周辺に不足している

都市機能の誘導を検討します。 

□幹線道路沿道に都市機能が集約し、生活利便性の高い県道十王停車場川尻線沿道の住環境向上の

ため、十王川の洪水対策の促進を図るとともに災害時における避難誘導等について周知強化を図

ります。 

□生活利便性の向上を図りながら、良好な居住環境の形成を目指します。 

□市街化調整区域の住宅団地や既存集落（区域指定含む。）については、引き続き居住環境の維持を

図ります。 

□十王駅や小木津駅へのアクセスを確保する公共交通ネットワークを形成します。 

□鵜の岬周辺については、観光交流機能として、多くの観光客の来訪による交流の促進を図るとと

もに、景観など魅力の向上に努めます 

地域別ゾーニング図 
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(2) 日高地区 

 

2015 年（平成 27 年） ５歳階級人口構成 

 

生活利便施設の 

カバー率 

 

地区の特性・課題 

○地区内に大規模開発により多くの住宅団地が整備され、団地周辺おいては

日常生活に必要な施設が近接するなど、比較的利便性の高い地区となって

います。 

○豊かな自然を有する小木津山自然公園には、多くの人が来園し、自然を通

じた交流が図られています。 

○生活利便施設が国道６号や県道日立いわき線沿道に分布し、その周辺には

計画的に整備された住宅地が形成されています。地区東西で生活圏が形成

されていることを踏まえ、機能の維持を図る必要があります。 

○計画的に整備された住宅地における生活利便性を確保するため、地域生活

拠点及びその周辺における既存の都市機能の向上を図る必要があります。 

○小木津駅周辺においては、既存の都市機能を向上する必要があります。 

○閑静な住宅地における一定の生活機能の提供を行うとともに、良好な居住環

境の形成や魅力の向上を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

871 1,009 1,221 1,331 1,038 1,236 1,258 1,337 1,782 1,831 1,755 1,550 1,687 1,739 1,723 
3,029 

5,931 7,054 
8,636 9,067 

8,250 8,815 9,081 
10,230 

14,146 
13,113 

11,675 10,928 
12,843 

14,272 13,840 

25,865 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）
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地域づくりの方向性（主なもの） 

□小木津駅前市街地では、拠点形成を誘導し、良好な居住環境の形成や生活利便機能の充実を図り

ます。 

□低未利用地を活用した魅力ある拠点形成を目指します。 

□国道６号沿道では、生活利便機能を有する拠点の充実を図ります。 

□小木津駅へのアクセスを確保する公共交通ネットワークを形成します。 

□市街地に近接する小木津山自然公園を活用し、自然に触れあえる暮らし方を提供します。 

□地域間の移動性を高める道路ネットワークの強化を進めます。 

地域別ゾーニング図 
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(3) 本庁地区 

 

2015 年（平成 27 年） ５歳階級人口構成 

 

生活利便施設の 

カバー率 

 

地区の特性・課題 

○市の中央に位置し、日立駅を中心に商業・業務機能が集積された市の中心

的な地区となっています。 

○日立駅周辺では、計画的な土地区画整理事業により市街地が整備されてお

り、国道６号西側では、大規模開発により多くの住宅団地が整備されていま

す。 

○日立駅周辺は、これまで商業業務機能の中心エリアでしたが、空き家等の増

加による「都市のスポンジ化」が課題となっています。 

○会瀬町や神峰町など一部のエリアでは、マンションの建設や、社宅跡地等

の商業や住宅への転換などにより、居住者の増加が見受けられることか

ら、これらの地域における生活利便性を維持・確保する必要があります。 

○国道６号などの幹線道路沿道等に日常生活に必要な施設が立地しており、

このような機能を維持・充実させるとともに、生活の拠点とのアクセス性

の向上が望まれます。 

○日立駅周辺の低未利用地においては、都市的土地利用や生活の拠点となるべ

き重要な箇所として、交流やにぎわいを創出するような土地利用を図る必要

があります。 

○国道６号西側の大規模開発による住宅団地については、一定の生活機能や良

好な居住環境を維持する必要があります。 

○かみね公園や池の川総合公園等の交流拠点を有することから、これらをいか

した魅力ある都市空間と都市機能の充実を図ることが期待されます。 

1,379 1,571 2,018 2,238 2,443 2,271 2,240 2,408 
3,327 3,017 2,780 2,656 3,054 3,410 3,432 

6,769 

5,931 7,054 
8,636 9,067 

8,250 8,815 9,081 
10,230 

14,146 
13,113 

11,675 10,928 
12,843 

14,272 13,840 

25,865 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）



33 

 

 

 

地域づくりの方向性（主なもの） 

□日立駅及びその周辺については、日立の顔として、若者に好まれるような魅力ある都市空間の形成 

を図ります。 

□中心的な拠点にふさわしい多様な都市機能の集積を行うとともに低未利用地の土地利用転換によ

り、日立駅周辺の定住人口の確保に取り組みます。 

□現在の生活利便施設の集積を踏まえつつ、公共交通やひたちＢＲＴの延伸を考慮した拠点形成を誘 

導します。 

□公設市場跡地については、海辺と一体的な土地利用を図りながら地区計画を運用した魅力ある拠

点形成に取り組みます。 

□既存団地の再生を検討し、付加価値を高めた新たな居住環境の創出を検討します。 

□かみね公園については、観光交流機能として、多くの観光客の来訪による交流の促進を図るとと

もに、景観など魅力の向上に努めます。 

地域別ゾーニング図 
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(4) 多賀地区 

 

2015 年（平成 27 年） ５歳階級人口構成 

 

生活利便施設の 

カバー率 

 

地区の特性・課題 

○常陸多賀駅を中心に商業・業務機能が集積された、本庁地区に次ぐ市の中

心的な地区となっており、最も人口が多い地区となっています。 

○常陸多賀駅周辺では、計画的な土地区画整理事業により市街地が整備され

ており、国道６号西側では、大規模開発により多くの住宅団地が整備され

ています。また、近年では、社宅や工場の跡地が商業や住宅などに土地利

用転換されています。 

○諏訪町及び桜川町などの一部地域では、住宅と工場が共存している地域も 

見受けられます。 

○常陸多賀駅周辺は、これまで商業業務機能の中心エリアでしたが、 

「都市のスポンジ化」が課題となっています。 

○常陸多賀駅周辺は、鉄道と路線バスの拠点であり、ひたちＢＲＴが接続され

ていることから、本市の公共交通の拠点として、更なる利便性や利用環境の

向上に取り組む必要があるとともに日立駅と並ぶ都市の拠点として、にぎわ

いの創出や、交流の拡大を図るための土地利用を推進する必要があります。 

○諏訪地区や油縄子地区等で、生活利便施設の立地が進んでおり、このよう

な既存機能の維持・充実を図りながら都市機能の集約化を図る必要があり

ます。 

○ひたちＢＲＴの沿線については、計画的な都市機能の誘導を図る必要があり

ます。 

2,081 2,425 2,887 3,049 2,917 3,159 3,152 3,600 
5,108 4,746 4,042 3,504 

4,329 
5,272 5,145 

9,041 
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14,146 
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11,675 10,928 
12,843 

14,272 13,840 

25,865 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）
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地域づくりの方向性（主なもの） 

□常陸多賀駅周辺では、交通結節機能の更なる強化を行うとともに、生活利便性や魅力向上に資す

る都市機能の誘導を図ります。 

□近隣住民の居住環境の維持・保全のため、諏訪・油縄子などの生活の拠点となるべき地区におい

て拠点形成を進めます。 

□河原子町地内の国道 245 号沿道は、ひたちＢＲＴの将来ルートを踏まえながら、住民の生活利便性

の向上に資する施設の更なる充実を図ります。 

□ひたちＢＲＴ沿線において、居住機能や生活利便機能の誘導に向けた土地利用転換を検討しま

す。 

□住宅政策と連携しながら、空き家、空き店舗の活用を促進します。 

□準工業地域等で居住と産業機能が共存する環境をいかし、職住近接の住まい方を検討します。 

地域別ゾーニング図 

 

 

 

 

 

 



36 

 

(5) 南部地区 

 

2015 年（平成 27 年） ５歳階級人口構成 

 

生活利便施設の 

カバー率 

 

地区の特性・課題 

○大甕駅の駅舎改築や西口交通広場、東西自由通路の整備が行われるなど、

交通結節点の機能強化が図られています。 

○大甕駅周辺、国道 245 号沿道、地区西側などに大規模な工場が立地し、茨

城港日立港区では、輸出入自動車の流通施設やエネルギー関係を中心とし

た産業の集積が見受けられます。 

○道の駅日立おさかなセンター周辺において、市内外からの来訪者により、

にぎわいが創出されています。 

○大甕駅周辺については、学校が近接していることから、若者に好まれる都

市機能の誘導も必要と考えられます。 

○幹線道路沿道等に日常生活に必要な施設が立地しており、このような機能

を維持するとともに、生活の拠点との移動性の向上が望まれます。 

○地区内に点在する住宅団地については、一定の生活機能や良好な居住環境を

維持する必要があります。 

○公共交通アクセス性の高い地区として、ひたちＢＲＴ沿線の新たなまちづく

りを進めていく必要があります。 

○道の駅日立おさかなセンターやなぎさ公園、久慈サンピア日立等の観光交流

施設が集積しており、これらを活用した、更なるにぎわいの向上が必要と考

えられます。 

 

 

637 809 1,135 1,206 1,056 1,237 1,174 1,289 1,922 1,881 1,659 1,578 1,718 1,786 1,812 
3,695 

5,931 
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20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）
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地域づくりの方向性（主なもの） 

□大甕駅周辺は、市南部の中心拠点として都市機能を誘導します。 

□既存の集積状況を踏まえ、ひたちＢＲＴや居住地からの利便性を考慮した拠点形成を誘導しま

す。 

□大学生や若者に好まれるような駅前の景観形成を検討します。 

□低未利用地の土地利用転換により、大甕駅周辺の定住人口や都市機能の確保に取り組みます。 

□南の玄関口として住民の定住促進に資する居住環境の再生を検討します。 

□道の駅日立おさかなセンター周辺の魅力を高め、交流の拡大を促進します。 

□大甕駅やひたちＢＲＴへのアクセスを確保する公共交通ネットワークを形成します。 

地域別ゾーニング図 
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図－都市計画マスタープラン ゾーニング図 
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５ 各地区における都市機能誘導区域の配置の考え方 

都市計画マスタープランに示す日立市全体の土地利用ゾーニング、地域別構想での位置付け

や、前項までの現況・課題等を踏まえ、以下の地区を中心として都市機能誘導区域を設定し、

市全域における生活環境の維持・向上を図ることとします。 

地域名 都市計画マスタープランでの地区の方向性 都市機能誘導区域の考え方 

十
王
地
区 

〇十王駅周辺での拠点形成を誘導する

とともに、日常生活で不足する都市

機能の充実を図ります。 

〇市街化調整区域の住宅団地や既存集

落（区域指定含む。）については、

引き続き居住環境の維持を図りま

す。 

 十王駅周辺に近接する住宅地や、城の

丘団地・いぶき台団地を始めとした市街

化調整区域の住宅団地などに多くの住民

が居住しており、これらの地域の生活を

支えるため、同駅を中心に拠点形成を図

ります。 

十王駅周辺や県道十王停車場川尻線沿

道については、十王川の浸水想定区域が

指定されていますが、災害リスクの周知

や災害発生時の避難体制などについて十

分な検討を行うことを前提に都市機能誘

誘導区域を設定し、機能の集積を図りま

す。 

豊
浦
地
区 

〇十王駅周辺における既存居住エリア

の生活利便性向上を図ります。 

〇県道十王停車場川尻線沿道では、十

王駅周辺市街地と連携した都市機能

の集約を図ります。 

〇既成市街地の機能維持や計画的に整

備された住宅地周辺に不足している

都市機能の誘導を検討します。 

日
高
地
区 

〇小木津駅前市街地では、良好な居

住環境の形成や生活利便機能の充

実を図るとともに拠点形成を誘導

します。 

〇国道６号沿道では、生活利便機能

を有する拠点の充実を図ります。 

〇低未利用地を活用した魅力ある拠

点形成を目指します。 

 小木津駅周辺のほか、地区を縦断する

国道６号沿道に商業施設等の集積が見ら

れ、近隣の居住者の生活を支える拠点と

なっていることから、これらの地域を中

心に都市機能誘導区域を設定すること

で、居住環境の維持・向上を図ります。 
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地域名 都市計画マスタープランでの地区の方向性 都市機能誘導区域の考え方 

本
庁
地
区 

〇本市の中心的な拠点にふさわしい多

様な都市機能の集積を目指します。 

〇日立駅周辺では、駐車場の増加が顕

著であることから、都市機能の誘導

と連携しつつ、土地利用更新を誘導

します。 

〇日立の顔として、若者に好まれるよ

うな魅力ある都市空間の形成を図り

ます。 

〇現在の生活利便施設の集積を踏まえ

つつ、公共交通やひたちＢＲＴの延

伸を考慮した拠点形成を誘導しま

す。 

 日立駅周辺については、市の中心拠点

であり、商業業務機能や行政機能が集積

していることから、都市拠点型の都市機

能誘導区域を設定し、都市的土地利用の

機能の更なる充実や、周辺住宅地におけ

る利便性等の更なる向上を図ります。 

 また、国道６号や県道日立いわき線な

どの幹線道路の沿道に商業機能等が集積

し、拠点を形成している箇所が存在して

いることから、これらの地域を中心に都

市機能誘導区域を設定し、周辺住民の居

住環境の維持・向上を図ります。 

多
賀
地
区 

〇本庁地区に次ぐ市の中心的な地区とし

て、常陸多賀駅周辺は、低未利用地

を活用した計画的な都市機能集積を

目指します。 

〇常陸多賀駅周辺では、交通結節機能

の更なる強化を行うとともに、生活

利便性や魅力向上に資する都市機能

の誘導を図ります。 

〇近隣住民の居住環境の維持・保全の

ため、諏訪・油縄子などの生活の拠

点となるべき地区において拠点形成

を進めます。 

〇ひたちＢＲＴ沿線において、居住機

能や生活利便機能の誘導に向けた土

地利用転換を検討します。 

 常陸多賀駅周辺は、鉄道駅周辺のにぎ

わいや、交流の創出のほか、交通結節点

としての機能強化に配慮した都市機能誘

導区域を設定します。 

また、諏訪・油縄子などの地区では、

各種施設の配置や周辺住宅地の生活利便

性等を考慮した都市機能誘導区域を設定

します。 

併せて、ひたちＢＲＴ沿線の大沼や水

木などの地区においては、公共交通の利

便性をいかしたまちづくりを推進するた

め、旧日立電鉄線の駅周辺での拠点形成

を目指します。 

南
部
地
区 

〇大甕駅周辺は、市南部の中心拠点と

して都市機能を誘導するとともに、

低未利用地の土地利用転換により、

駅周辺の定住人口や都市機能の確保

に取り組みます。 

〇南の玄関口として新規住民の定住促

進に資する居住環境の再生を検討し

ます。 

〇道の駅日立おさかなセンター周辺の

魅力を高め、交流の拡大を促進しま

す。 

 大甕駅周辺については、既存の都市機

能や交通結節点としての機能に配慮しな

がら都市機能誘導区域を設定します。 

 また、観光交流機能の更なる向上を図

るため、道の駅が位置する久慈浜地区へ

の観光機能の誘導を図るとともに、南高

野地区には、南部支所周辺の生活利便性

の維持・向上に配慮した都市機能誘導区

域を設定します。 
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６ 都市機能誘導区域の設定 

前項までの考え方を踏まえ、以下のとおり都市機能誘導区域を定めます。 

 

表－都市機能誘導区域の設定 

No. 地区名 拠点のタイプ 区域の概要 
面積

（ha） 

1 十王駅周辺地区 
都

市

拠

点

型 

地域生活業務 
十王駅東部の近隣商業地域と西部の郵便局、十王交流セ

ンターを含む区域 
20.6 

2 小木津駅周辺地区 地域生活業務 小木津駅東部の近隣商業地域と西部の郵便局を含む区域 22.6 

3 日立駅周辺地区 中心商業業務 
日立駅西部の市街地と、駅東部の一部や日立市役所周辺

を加えた区域 
106.6 

4 常陸多賀駅周辺地区 地域生活業務 常陸多賀駅西部の市街地と、駅東部の一部を加えた区域 78.0 

5 大甕駅周辺地区 地域生活業務 大甕駅東部の市街地と、駅西口の交通広場を含む区域 68.0 

6 田尻地区 

生

活

支

援

型 

幹線道路沿道 

国道６号沿道の商業施設や東部の福祉施設を含む区域 16.3 

7 滑川地区 
県道日立いわき線沿道の交流センターや商業施設を含む

区域 
11.3 

8 兎平地区 
国道６号沿道の病院、商業施設、銀行、郵便局等を含む

区域 
27.3 

9 諏訪地区 
諏訪交流センター付近の商業施設、銀行、郵便局等を含

む区域 
7.5 

10 油縄子地区 国道６号沿道の病院、商業施設、福祉施設等を含む区域 21.8 

11 金沢地区 国道６号沿道の診療所、商業施設、郵便局等を含む区域 18.0 

12 金沢団地地区 
地域密着 

金沢団地内の商業施設、郵便局を含む区域 0.3 

13 南高野地区 南部支所付近の商業施設を含む区域 1.8 

14 久慈浜地区 幹線道路沿道 
久慈交流センター、道の駅日立おさかなセンター、久慈

サンピア日立を含む区域 
9.9 

15 大沼地区 
ＢＲＴ沿線 

ＢＲＴ停留所（旧日立電鉄線大沼駅）付近の区域 0.5 

16 水木地区 ＢＲＴ停留所（旧日立電鉄線水木駅）付近の区域 1.4 

 計 411.9 

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



43 

 

７ 各都市機能誘導区域の役割 

都市全体のゾーニングや地域別の将来像を踏まえ、各地区に配置する都市機能誘導区域の役

割を以下のように設定します。 

 

地区 都市機能誘導区域名 拠点の役割 

十王・豊浦 

十王駅周辺地区 

○既存の生活利便施設の集積を維持・強化することにより、十王

地区、豊浦地区における日常生活を支援する拠点としての役割

を担います。 

日高 

小木津駅周辺地区 

○既存の生活利便施設の集積を維持・強化することにより、日高

地区における日常生活を支援する拠点としての役割を担いま

す。 

田尻地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接す

る場所で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

本庁 
滑川地区 

○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接す

る場所で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

日立駅周辺地区 

○日立市の中心を担う市街地として、にぎわいの創出や交流の拡

大、働く場所の提供、利便性の高い暮らしの提供など多様な役

割を担うとともに、本庁地区における日常生活を支援する役割

を担います。 

兎平地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接す

る場所で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

多賀 

常陸多賀駅周辺地区 

〇日立駅に次ぐ都市の拠点として、高い交通利便性をいかし、 

にぎわいの創出や交流の拡大、多賀地区における日常生活の支

援など、多賀地区の核として多様な役割を担います。 

諏訪地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接す

る場所で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

油縄子地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接す

る場所で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

金沢地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接す

る場所で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

金沢団地地区 
○金沢団地等、周辺に位置する住宅団地の生活を支える拠点とし

て、生活に密着したサービスを提供する役割を担います。 

大沼地区 

○公共交通利便性の高い、ひたちＢＲＴ沿線での生活を支える新

たな拠点として、生活に密着したサービスを提供する役割を担

います。 

水木地区 

○公共交通利便性の高い、ひたちＢＲＴ沿線での生活を支える新

たな拠点として、生活に密着したサービスを提供する役割を担

います。 

南部 

大甕駅周辺地区 

○日立市の南の玄関口として、大学との連携強化による教育・文

化拠点としての役割や、既存の都市機能の集積をいかし、南部

地区における日常生活を支援する役割を担います。 

久慈浜地区 

○道の駅日立おさかなセンターを中心に、観光来訪者の玄関口と

して、にぎわいを創出する拠点としての役割や、近隣住民の日

常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

南高野地区 

○既存の行政サービスや商業機能を中心に機能集積を進め、南部

地区における日常生活を支援する拠点としての役割を担いま

す。 
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図―都市機能誘導区域  
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図―居住誘導区域及び都市機能誘導区域の配置  

 

参考－用途地域面積と居住誘導区域・都市機能誘導区域の面積比較 

 

 

 

 

 

 面積（ha） 用途地域に対する各誘導区域の割合 

用途地域 5,061 ― 

居住誘導区域 2,784.6 55.02％ 

都市機能誘導区域 411.9 8.13％ 
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■ 災害発生のおそれのある区域への都市機能誘導区域の設定について 

「第５章 居住誘導区域」にも記載のとおり、災害発生のおそれがある区域については、 

居住を誘導しませんが、鉄道駅周辺である「十王駅周辺地区」並びに既に一定程度の都市機能

が集積し、周辺住民の生活を支えている「久慈浜地区」については、災害対策の促進を図るの

はもちろんのこと、広報などによる災害リスクへの理解を深めることや、避難誘導等について

周知強化を図ることを前提として、都市機能誘導区域を設定することとします。 
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■都市機能誘導区域－１ 〔十王駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－２ 〔小木津駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－３ 〔日立駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－４ 〔常陸多賀駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－５ 〔大甕駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－６ 〔田尻地区〕 
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■都市機能誘導区域－７ 〔滑川地区〕 
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■都市機能誘導区域－８ 〔兎平地区〕 
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■都市機能誘導区域－９ 〔諏訪地区〕 
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■都市機能誘導区域－10 〔油縄子地区〕 
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 ■都市機能誘導区域－11 〔金沢地区〕 
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■都市機能誘導区域－12 〔金沢団地地区〕 
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■都市機能誘導区域－13 〔南高野地区〕 
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■都市機能誘導区域－14 〔久慈浜地区〕 
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■都市機能誘導区域－15 〔大沼地区〕 
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■都市機能誘導区域－16 〔水木地区〕 
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８ 誘導施設 

(1) 拠点のタイプと誘導施設の例 

ア 立地適正化計画作成の手引き（平成 30 年４月 24 日版）における誘導施設の例 

誘導施設については、立地適正化計画作成の手引きで、以下のような施設例が示されていま

す。 

 

 中心拠点 地域／生活拠点 

行政機能 
■中枢的な行政機能 

例：本庁舎 

■日常生活を営む上で必要となる行政窓口機能等 

例：支所、福祉事務所など各地域事務所 

介護福祉 

機能 

■市町村全域の市民を対象とした高齢者福祉の指

導・相談の窓口や活動の拠点となる機能 

例：総合福祉センター 

■高齢者の自立した生活を支え、又は日々の介護、見守り等

のサービスを受けることができる機能 

例：地域包括支援センター、在宅系介護施設、コミュニテ

ィサロン 等 

子育て機能 

■市町村全域の市民を対象とした児童福祉に関す

る指導・相談の窓口や活動の拠点となる機能 

例：子育て総合支援センター 

■子どもを持つ世代が日々の子育てに必要なサービスを受

けることができる機能 

例：保育所、こども園、児童クラブ、子育て支援センター、

児童館 等 

商業機能 
■時間消費型のショッピングニーズなど、様々なニ

ーズに対応した買い物、食事を提供する機能 

例：相当規模の商業集積 

■日々の生活に必要な生鮮品、日用品等の買い回りができる

機能 

医療機能 
■総合的な医療サービス（二次医療）を受けること

ができる機能 

例：病院 

■日常的な診療を受けることができる機能 

金融機能 
■決済や融資などの金融機能を提供する機能 

例：銀行、信用金庫 

■日々の引き出し、預け入れなどができる機能 

例：郵便局 

教育・文化 

機能 

■市民全体を対象とした教育文化サービスの拠点

となる機能 

例：文化ホール、中央図書館 

■地域における教育文化活動を支える拠点となる機能 

例：図書館支所、社会教育センター 

〔参考－都市再生整備計画事業における誘導施設〕 
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都市再生整備計画事業では、以下の誘導施設が支援の対象となります。 

 

(2) 交付対象となる誘導施設 

ア 中心拠点誘導施設 

中心拠点区域内における交付対象施設は以下のとおりです。 

対象施設 施設名 法的位置付け 

１)医療施設 

特定機能病院 医療法第４条の２ 

地域医療支援病院 医療法第４条 

病院（特定機能病院及び地域医療支援病

院を除く） 医療法第１条の５ 

診療所 

調剤薬局 医療法第１条の２ 

２)社会福祉施設 

「社会福祉法」「老人福祉法」「身体障害者福祉法」「知的障害者福祉法」「生

活保護法」「高齢者の医療の確保に関する法律」「地域における医療及び介

護の促進に関する法律」「介護保険法」「児童福祉法」「母子及び父子並びに

寡婦福祉法」「母子保健法」「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律」に定める施設又は事業の用に供する施設のうち、通所

等を主目的とする施設 

３)教育文化施設 

認定こども園 就学前の子どもに関する教育、

保育 等の総合的な 提供 の

推進に関する法律第２条６項 

幼稚園 

学校教育法第１条 

小学校 

中学校 

義務教育学校 

高等学校 

中等教育学校 

特別支援学校 

大学 

高等専門学校 

専修学校 学校教育法第 124 条 

各種学校 学校教育法第 134 条 

図書館 図書館法第２条 

博物館・博物館相当施設 博物館法第２条第１項、博物館

法第 29 条 

４)子育て支援施設 

乳幼児一時預かり施設(厚生労働省によ

る一時預かり事業実施要綱に定める基準

に則って施設を整備・運営するものに限

る)及び子ども送迎センター(厚生労働省

による広域的保育所等利用事業実施要綱

に定める基準に則って施設を整備・運営

するものに限る) 

 

※ 誘導施設として医療施設又は社会福祉施設を整備する場合にあっては、医療計画、子ども・子育て支援事業計画等

と連携が図られたものであること。 
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イ  生活拠点誘導施設 

生活拠点区域における交付対象施設は以下のとおりです。また、生活拠点誘導施設の整備

は、公共交通利用者が安全・快適に利用することができる施設の整備（待合スペース、情報板、

駐輪場等）を併せて行うことが必要です。 

対象施設 施設名 法的位置付け 

１)医療施設 

病院（特定機能病院及び地域医療支援病

院を除く。） 医療法第１条の５ 

診療所 

調剤薬局 医療法第１条の２ 

２)地域交流センター 高次都市施設に定める地域交流センター  

※ 誘導施設として医療施設又は社会福祉施設を整備する場合にあっては、医療計画、子ども・子育て支援事業計画等

と連携が図られたものであること。 

 

(3) 対象となる区域 

区 分 概  要 

中心拠点区域 必要な都市機能を誘導し、まちの活力の維持・増進や、持続可能な都市構造の

再構築を積極的に図る拠点区域 

・人口集中地区（ＤＩＤ）内（今後、直近の国政調査の結果に基づく人口集中地

区と見込まれる区域も含む。）※ 

・鉄道・地下鉄駅から半径１㎞の範囲内、又はバス・軌道の停留所・停車場から

半径 500ｍの範囲内（いずれもピーク時運行本数が片道３本以上を満たすも

の）※ 

・公共用地率 15％以上（今後、公共用地率が 15％以上となることが確実である

地域も含む） 
※：都市機能誘導区域面積の市街化区域等の面積に占める割合が 10％未満である場合は、要件

の緩和を行っています。 

生活拠点区域 中心拠点区域の都市機能を公共交通により活用可能な区域で、公共交通の利用

促進にもつながる拠点区域 

・中心拠点区域に接続するバス・鉄軌道の停留所・停車場から半径 100ｍの範囲

内 

・中心拠点区域の中心から半径５㎞の範囲内 

・市街化区域内、又は区域区分が定められていない都市計画区域において設定さ

れる用途地域内 

 ただし、生活拠点区域は、中心拠点区域を設定し、かつ、生活拠点誘導施設の

整備を行う場合に限り、その設定ができるものとします。 
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(4) 本市における都市機能誘導区域への誘導施設 

前項までの考え方を踏まえ、本計画では、拠点のタイプ別に以下のような施設の誘導を行いま

す。 

 

 

拠点のタイプ 

施設の定義 主な施設の例 
都市拠点型 

生活支援型 中心商業 

業務 
地域生活業務 

誘 

導 

機 

能 

医療 

機能 

総合的な医療サービスを 

提供する施設 

○医療法第１条の５第１項に定める病院のうち、

診療科目に内科、外科、小児科のいずれかを含

むもの（病床数 20 床以上） 

病院 

日常的な医療サービスを提供する施設 

○医療法第１条の５第１項に定める診療所のう 

ち、診療科目に内科、外科、小児科のいずれ 

かを含むもの 

診療所 

福祉 

機能 

福祉サービスの相談 

・サービス提供を行う 

施設 

－ 

○老人福祉法及び介護保険法に定める施設のう

ち、通所によるサービス提供を目的とする施

設。 

地域包括支援センター  

福祉サービスを提供する施設 
通所型施設 

小規模多機能施設 

子育

て支

援機

能 

育児相談や保健の窓口となる施設 

教育・保育を行う施設 

○児童福祉法第６条の３第６項に規定する地域子

育て支援事業の実施を目的とする施設 

○児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預

かり事業を行う施設 

○児童福祉法第 39 条第 1 項に規定する保育所 

〇学校教育法第 1 条に規定する幼稚園 

〇就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律第２条第６項に規定

する認定こども園 

子育て支援センター 

児童館・児童センター 

幼稚園 

保育所 

認定こども園 

商業 

機能 

広域性の

ある施設 
－ 

○日常生活に必要な生鮮食料品や日用品に加え、

買回り品や専門品を販売する店舗（店舗に供す

る部分の面積 10,000 ㎡以上） 

大規模商業施設 

専門店 

スーパーマーケットを中心に 

商業施設が集積する施設 

○日常生活に必要な生鮮食料品や日用品を販売す

る店舗（大規模小売店舗立地法第３条に定める

基準面積 1,000 ㎡以上） 

スーパーマーケット 

ドラッグストア 

－ 生鮮３品を扱う最寄性のある施設  ○上記以外の店舗 コンビニエンスストア  

金融 

機能 
窓口（出納）を有する施設 

○銀行法、信用金庫法、中小企業等協同組合法に

定める施設 

本店 

支店 

行政 

機能 
市の行政サービス施設 

 市役所 支所 

交流センター 

教育 

・ 

文化 

機能 

図書館等 － 
 図書館 

博物館 

娯楽施設 
 映画館 

コンサートホール 

高等教育施設 － 

○学校教育法第１条に定義される学校のうち、高

等教育を行う施設 

大学 高等学校 

高等専門学校 

専修学校 各種学校 

義務教育施設 

○学校教育法第１条に定義される学校のうち、中

等教育までを行う施設 

小学校 中学校 

義務教育学校 

中等教育学校 

特別支援学校 
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   (5) 拠点別誘導施設 

    本市の特性や各都市機能誘導区域の役割などを総合的に勘案し、充足すべき誘導施設について

は以下のとおりとします。 

 
  

病院 診療所 福祉機能
子育て

支援機能

大規模

商業施設

それ以外の

商業施設
金融機能 行政機能

教育

文化機能

十王

豊浦 〇 ● ● ● ● ● ● ●

● ▲ ● ● ● ▲ 〇

田尻地区 〇 ● ● ● ▲

● ● ● ● ● ● ● ●

滑川地区 〇 〇 ● ● 〇

兎平地区 〇 〇 ▲ ● ●

● ● ● ● ● ● ●

諏訪地区 〇 〇 ▲ ● ●

油縄子地区 ● ● 〇 ● 〇

金沢地区 ● ▲ ● ● ●

金沢団地地区 〇 〇 ▲ ● ●

水木地区 〇 〇 〇 〇 〇

大沼地区 〇 〇 〇 〇 〇

● ● ● ● ● ● ●

南高野地区 〇 〇 〇 ● 〇

久慈浜地区 ▲ ▲ 〇 ● ▲

※　病院は、各地区に１つ以上を目標

は、誘導機能に設定しない項目

表－拠点別誘導施設

誘導施設

常陸多賀駅周辺地区

都市拠点型

（地域生活業務）

拠点タイプ地区

都市拠点型

（中心商業業務）

〇

●

十王駅周辺地区

日立駅周辺地区

地区名

生活支援型

（幹線道路沿道）

●　誘導を図る施設で、現在立地している施設

生活支援型

（ＢＲＴ沿線）

生活支援型

（地域密着）
生活支援型

（幹線道路沿道）

生活支援型

（幹線道路沿道）

〇　誘導を図る施設だが、現在立地していない施設

▲　誘導を図る施設で、近接して立地している施設

日高

本庁

生活支援型

（幹線道路沿道）

都市拠点型

（地域生活業務）

多賀

南部

都市拠点型

（地域生活業務）

都市拠点型

（地域生活業務）

大甕駅周辺地区

●

●

生活支援型

（地域密着）

小木津駅周辺地区
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９ 都市機能誘導区域に関する届出制度 

都市機能誘導区域外における誘導施設の整備の動きを把握するため、都市機能誘導区域外で誘

導施設を有する建築物の開発行為や建築等行為（新築・改築・用途変更）を行う場合には、都市

再生特別措置法第 108 条第１項の規定に基づき、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定

日その他国土交通省令で定める事項について、市長に届出が必要となります。 

また、都市機能誘導区域内において、当該誘導区域に係る誘導施設の休止又は廃止をしようと

する場合には、同法第 108 条の２第１項の規定に基づき市長に届出が必要となります。 

 

(1) 届出の対象となる行為 

都市機能誘導区域に係る以下の行為を行おうとする場合には、それぞれの行為の 30日前ま 

でに、原則として市長への届出が義務付けられます。ただし、仮設建築物に係る開発行為や 

建築行為等についてはこの限りではありません。 

 

 

(2) 届出に対する取扱い 

市長は、届出をした者に対し、必要に応じて税財政、金融上の支援措置など当該区域内におけ

る誘導施設の立地誘導のための施策に関する情報提供等を行います。また、何らかの支障が生じ

ると判断した場合には、開発規模の縮小や都市機能誘導区域への立地を促すなどの勧告を行う

ことができます。 

都市機能誘導区域内 都市機能誘導区域外 

・当該誘導区域に係る誘導施設の休止又は

廃止をしようとする場合 

〇開発行為 

 ・誘導施設を有する建築物の建築を目的と

する開発行為を行おうとする場合 

 

〇開発行為以外 

 ・誘導施設を有する建築物を新築しようと

する場合 

 ・建築物を改築し誘導施設を有する建築物

とする場合 

 ・建築物の用途を変更し誘導施設を有する

建築物とする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出時期：休止又は廃止する 30 日前まで 届出時期：行為に着手する 30 日前まで 


